
○ 飼料備蓄・増産流通合理化事業のうち

国産飼料増産対策事業

＜対策のポイント＞
飼料生産基盤に立脚した持続的な畜産経営の推進に向けて、国産飼料の生産・利用拡大を図るため、飼料生産組織の人材確保・育成、国産濃厚飼料
の生産・利用の推進、生産性の高い持続可能な飼料産地の形成等の取組を支援します。

＜事業目標＞
○ 飼料自給率:27%［令和5年度］→28%［令和12年度まで］

＜事業イメージ＞＜事業の内容＞

１．飼料生産組織の運営強化等支援

2．国産濃厚飼料生産の推進

３．生産性の高い持続可能な飼料産地形成促進

１．飼料生産組織の運営強化等支援
飼料生産組織の人材確保・育成や、持続性を高める取組を推進するため、オペレー

ター確保のための募集活動や、大型特殊免許や必要な技術資格の取得、人材育成
のための研修、組織の持続性を高める取組の調査を支援します。

２．国産濃厚飼料生産の推進
子実用とうもろこしや未利用資源等の国産濃厚飼料の生産技術実証・普及を行う
際に必要な検討会の開催や専門家による現地指導、必要な資材費等を支援しま
す。

３．生産性の高い持続可能な飼料産地形成促進
生産性の高い持続可能な飼料産地を形成するため、都道府県を範囲とする飼料
生産・利用の連携体制の構築・強化に向けて、必要な検討会の開催や専門家の
招聘、先進地調査、栽培・利用試験等の取組を支援します。

［お問い合わせ先］畜産局飼料課（03-6744-7192）

例）繁忙期の異なる産業と連携した
人材の確保 等

・研修の実施
・免許取得 等

・就職説明会への
参加
・インターンシップ
の実施 等

持続性を高める取組事例調査

未利用資源

＜事業の流れ＞

国 民間団体、生産者集団等

民間団体 生産者集団等
定額

定額、1/2以内

定額

（２の事業）

（１の事業）

・子実用とうもろこし等の
生産技術の実証・普及
・未利用資源等の利用
技術の実証・普及

飼料生産組織の
運営強化

子実用とうもろこし

大豆

小麦（秋まき）

水稲

子実用とうもろこしを組み合せた輪作体系

令和８年度予算概算決定額 1,761百万円の内数（前年度 1,760百万円の内数）

協議会 （３の事業）
定額

持続可能な飼料
産地形成に向けた
生産・利用の連携
体制の構築・強化
を促進

・検討会の開催
・専門家の招聘
・先進地調査
・栽培・利用試験 等

【都道府県協議会】

人材確保・育成の取組支援


